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りんくう中央公園指定管理者募集要項 

                                              

 泉佐野市（以下「市」という。）は、りんくう中央公園の管理運営について、より効

率的で質の高い住民サービスを提供するため、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）

第 244 条の 2 第 3 項及び泉佐野市公園条例（昭和 35 年条例第 5 号）第 12 条の規定に

基づき、指定管理者を募集する。 

 りんくう中央公園指定管理者募集要項（以下「募集要項」という。）は、指定管理者

が行う管理運営業務の内容や指定管理者を選定するための手続き等を記載した要項で

ある。 

また、りんくう中央公園管理運営業務仕様書（以下「仕様書」という。）についても、

募集要項と一体的なもの（以下「募集要項等」という。）として扱う。 

 

１ 公園の概要 

（１）名 称：りんくう中央公園 

（２）所在地：泉佐野市りんくう往来南 6 番地の 12 

（３）面 積：２０，６９５㎡ 

施設の詳細については、仕様書を参照すること。 

 

２ 業務内容 

指定管理者が行う管理運営業務の範囲については、次のとおりとし、具体的な業務

内容及び履行方法は、仕様書を参照すること。 

（１）施設の運営業務 

① 受付業務 

② 情報管理 

③ 防火管理 

④ 急病、災害等への対応 

（２）施設の維持管理業務 

① 運転管理業務 

② 日常点検業務 

③ 軽微な修繕業務 

④ 備品管理業務 

⑤ 植栽管理・除草業務 

⑥ 清掃業務（日常清掃、定期清掃） 

⑦ 衛生管理業務 

⑧ 警備・駐車場整理業務（料金徴収システムの管理運営を含む） 

（３）総務業務 

① 業務報告作成 
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   ② 利用者アンケート等業務 

   ③ 市からの要請への協力 

 

３ 遵守すべき法令等 

指定管理者はりんくう中央公園の管理運営業務を行うにあたり、遵守すべき法令及

び条例等は仕様書を参照すること。 

 

４ 自主事業等 

自主事業とは、都市公園法及び泉佐野市公園条例で認められた範囲で、指定管理者       

がりんくう中央公園内において、自らの責任において行うものである。 

ただし、自主事業は、内容によって実施できない又は内容の一部変更等を求める場

合があるので、事前に市と協議した上で、事業実施計画書に記載すること。 

  また、自主事業の実施により生じた利益は、その利益の一部をりんくう中央公園の

緑化・維持補修など市民サービスに還元すること。 

 

５ 市が実施する事業への協力 

市が行事、祭事、イベントなどの事業を実施する場合は、指定管理者は積極的に支

援又は協力すること。 

  また、市の事業をりんくう中央公園において実施する場合は、指定管理者は優先的

な予約の受付、市からの公園の利活用や利用者へのサービス向上のための提案などに

積極的に協力すること。 

 

６ 指定期間 

  令和 7 年 4 月 1 日から令和 12 年 3 月 31 日までとする。ただし、管理を継続する

ことが適当でないと認めるときは、指定管理者の指定を取り消すことがある。 

 

７ 利用料金収入 

  施設及び附属設備の利用に係る料金については、泉佐野市公園条例第 12 条の 2 の

規定に基づき、利用料金制度を適用するものとし、指定管理者の収入とする。利用料

金の金額については、仕様書を参照すること。 

  ただし、年度協定締結時に定めた収支計画における収入見込み額を、実収入額が上

回り超過額が生じた場合は、市と協議の上、その超過額の 1/2 を市に還元すること。   

また、泉佐野市公園条例施行規則第 3 条の規定により市内の社会教育関係団体等の

認定団体には、利用料金の 3 割から 7 割の減免を行っている。 

 

８ 管理に要する経費 

（１）りんくう中央公園の管理運営に要する費用は、利用料金及び指定管理料をもって

賄うものとする。 
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（２）不足額が生じても市から指定管理料以外の支払いはできないので、収支計画につ

いては、十分検討すること。 

（３）指定管理料については、仕様書（11.市の指定管理料の考え方）を参照すること。 

 

９ 事業実施計画書・事業報告書等の提出 

  指定管理者は毎事業年度末までに翌年度の事業実施計画書（兼収支計画書）を市に

提出すること。 

  また、指定管理者は毎事業年度終了後 30 日以内に、事業報告書（兼決算報告書）

を市に提出すること。 

 

10 応募者の資格 

指定管理者に応募しようとする者は、商法上の会社､民法上の公益法人､特定非営利

活動促進法上の特定非営利活動法人（NPO 法人）その他の団体とし、次に揚げるす

べての資格要件を満たすこと。 

（１）当該業務に係る公告を行った日現在、泉佐野市内に本社又は営業所（法人格を有

しない場合は事業所等）を有する者であること。 

（２）法人税、所得税、消費税（地方消費税を含む）、事業税、法人市民税、市民税、

固定資産税を滞納していないこと。 

（３）地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の 4 の規定に該当しない

法人等であること。 

（４）市が発注する建設工事、建設工事に関連する設計・測量等の委託業務、物品購入

及び役務提供等について入札参加資格停止及び入札参加資格留保の措置を受けて

いない法人等であること。 

（５）商法（明治 32 年法律第 48 号）第 381 条の規定に基づく整理開始の申し立て若

しくは通告、破産法（平成 16 年法律第 75 号）に基づく破産手続開始の申し立て

又は会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）第 30 条に基づく更生手続開始の申し

立て又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）第 21 条の規定に基づく再生手続

開始の申し立てがなされていない者であること。（会社更生法又は民事再生法の規

定に基づく更生手続開始の申し立て又は再生手続開始の申し立てがなされた者で

あって、更生計画の認可が決定し、又は再生計画の決定が確定したものを除く。） 

（６）応募者は、泉佐野市暴力団排除条例（平成 24 年泉佐野市条例第 28 号）第 2 条

第 1 号から第 3 号のいずれかに該当する者でないこと。 

（７）その他、指定期間中、りんくう中央公園の管理運営を円滑かつ安定して実施でき

る法人その他の団体であること。団体の場合、法人格は必ずしも必要ないが、個人

は申請することはできない。 

 

11 募集手続等 

（１） 募集要項等の公表 
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募集要項等の公表は令和 6年 8月 14日（水）とし、市の担当部署のホームペー

ジに掲載する。紙面による配付は行わない。 

（２）提出方法 

1）提出期間 

令和 6 年 9 月 12 日（木）から令和 6 年 9 月 26 日（木）までの午前 9 時から午

後 5時までとする。（ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除く。） 

提出しようとする前日の午後 5 時までに下記提出場所へ電話にて来庁希望日時

を連絡した上で提出場所へ直接持参すること。郵送での提出は不可とする。 

2）提出場所 

泉佐野市役所 2 階 都市整備部道路公園課 公園係 

〒598-8550 泉佐野市市場東一丁目 1 番 1 号 

電話  072（463）1212 内線 2212、2219 

FAX   072（464）9314 

E-Mail dourokouen@city.izumisano.lg.jp 

URL   https://www.city.izumisano.lg.jp/kakuka/toshi/doro/index.html 

3）応募図書 

 ① 指定管理者の指定申請書（様式第 1 号） 

  ※作成に用いる言語は日本語とし、応募者の団体名を伏せて選定を行うため、 

   提案書の記述に際して、団体名、ロゴ、住所、氏名等の応募者が特定され

るような表現は用いないよう注意してください。 

   ② 指定管理料見積書（様式第 2 号） 

   ③ 定款､寄付行為､又はこれらに準ずる書類 

   ④ 法人にあっては現在事項証明書 

   ⑤ 貸借対照表､収支決算書その他の経営状況を説明する書類 

   ⑥ 管理を行おうとする公の施設の事業計画書（様式第 3 号） 

   ⑦ 当該施設の管理に関する業務の収支予算書（5 ケ年分）・・・様式指定なし 

   ⑧ 管理体制計画書 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・様式指定なし 

   ⑨ 納税証明書（未納の税額がないことがわかるもの） 

    ａ 「法人税」及び「消費税及び地方消費税」 

    ｂ 法人都道府県民税及び法人市町村民税 

   ⑩ 印鑑証明書（発行日から 3 ヶ月以内のもの） 

   ⑪ 営業許可・認可等の証明書 

＊複数の法人等がグループで応募の場合は代表者を事業計画書に明記し、下記の

書類も併せて提出すること。また、上記⑨、⑩、⑪については構成員全員分を

提出すること。 

① グループ構成員届 

② 委任状 

③ グループ協定書 

mailto:dourokouen@city.izumisano.lg.jp
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4）提出部数 

正本 1 部、副本 8 部及び電子データ（Microsoft Word）CD-R 1 枚。ただし、証

明書等については正本 1 部。 

（３）その他 

ア 提出された書類は、原則として返却しない。 

イ 申請書の差替えについては、原則として認めないものとする。 

ウ 申請に係る経費は、すべて申請者の負担とする。 

エ 選定結果についての疑義は、一切認めないものとする。 

オ 事業計画書等の著作権は、応募者に帰属する。ただし、市は指定管理候補者

の選定に係る公募結果の公表等で必要な場合は、事業計画書等の内容を無償

で使用できる。 

カ 不備があった場合は審査対象にならないことがある｡ 

キ 指定管理者に決定した場合は提出された指定管理料見積書は令和 7 年度の年

度協定締結用に提出された見積書として取り扱うこととする。 

 

12 募集要項説明会（及び現地視察）の開催等 

（１）募集要項に関する説明会 

   募集要項に関する説明会（及び現地視察）は、次のとおり開催する。 

   なお、参加希望者がない場合は説明会を開催しないので、参加される場合はあら

かじめ令和 6 年 8 月 20 日（火）までに連絡すること。 

ア 開催日時  令和 6 年 8 月 22 日（木）午前 10 時 00 分から 

イ 開催場所  現地（りんくう中央公園：管理事務所前） 

（２）質疑・回答 

   募集要項の内容等に関する質疑回答は、次のとおりとする。 

ア 受付期間  令和 6 年 8 月 26 日（月）から令和 6 年 8 月 29 日（木）午後 5

時までとする。 

イ 受付方法  質問表（別紙様式）に記入の上、電子メールでファイル添付に

て提出すること。（ファイル形式は、Microsoft Word とする。）

なお、電子メールの送信後、午後 5 時までに前記提出場所に電

話にて着信確認を行うこと。 

ウ 回答方法  質問に対する回答は、9 月 4 日（水）に市の担当部署のホームペ

ージで公表する。 

 

13 選定方法 

選定については、応募者から提出された事業計画書等をもとに選定委員会において

書類審査により行う。 

（なお、必要に応じてプレゼンテーション及びヒアリングを実施する場合があるので、

その場合は、日時及び場所等の詳細を別途通知する。） 
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14 選定の基準 

  指定管理候補者の選定にあたっては、次の選定基準に基づいて申請の内容を審査す

る。 

（１）利用者の平等な利用の確保及びサービスの向上が図られるものであること。 

（２）事業計画書の内容が、当該事業計画書に係る公の施設の効果を最大限に発揮する

ものであるとともに、その管理に係る業務運営の改善及び経費の縮減が図られるも

のであること。 

（３）事業計画書に基づき、当該施設の管理を安定して行う人員、資産その他の経営の

規模及び能力を有するか、又は確保できる見込みがあること。 

（４）市民の声が反映される管理運営を行うものであること。 

 

15 指定管理者の指定及び協定等 

（１）指定管理者の指定 

指定管理者の指定には、泉佐野市議会の議決が必要となるため、選定委員会で

選定した法人等を指定管理者の候補者として、泉佐野市議会へ上程し可決後、指

定管理者とする。選定結果は市の担当部署のホームページで公表する。 

（２）協定等の締結 

市と指定管理者は、管理運営に係る業務の実施等に関する事項について協議の

上、協定を締結するものとする。 

（３）リスク分担の考え方 

リスク分担表（資料）のとおりとする。 

   ただし、資料に定める事項に疑義がある場合、又は資料に定めのないリスクが生

じた場合は、市と指定管理者が協議の上、リスク分担を決定する。 

 

16 指定管理者の履行責任に関する事項 

（１）指定管理者は、施設利用者の被災に対する第一次責任を有し、施設又は施設利用

者に被害があった場合は、迅速かつ適切な対応を行い、速やかに市に報告すること。 

（２）指定管理者は、管理業務におけるリスク分担に備えて、指定管理者を被保険者と

する賠償責任保険等に加入すること。 

（３）指定管理者は、実態として事業継続が困難となった場合又はその恐れが生じた場

合は、速やかに市に報告すること。 

（４）前記に規定するもののほか、指定管理者の責任履行に関する事項については、協

定で定める。 

 

17 その他留意事項 

（１）選定事業者が、正当な理由なくして協定等の締結に応じない場合は、指定管理者

の指定の議決後においても、指定しないことがある。 

（２）指定管理者が、協定等の締結までに次に掲げる事項に該当するときは、その指定
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を取り消し、協定等を締結しないことがある。 

ア 資金事情等の悪化等により、事業の履行が確実でないと認められるとき。 

イ 著しく社会的信用を損なう等により、指定管理者としてふさわしくないと認め

られるとき。 

（３）管理運営業務の全部を第三者に委託し、請け負わせることは認めない。 


